
 
 

 
 

平成19年5月29日 
 

プルデンシャル生命保険株式会社 
   平成18年度決算 

保有契約高、18 期連続純増 
総資産が2 兆円を突破 

 
 プルデンシャル生命保険株式会社（本社 東京都千代田区永田町、代表取締役社長兼最高経営責任

者 三森 裕）の平成18年度（平成18年4月1日～平成19年3月31日）決算について下記

の通りお知らせします。 

  

当期の特色としては、①総資産が2兆円を突破（2兆865億円）、②経常利益が大幅に伸長（236

億円）③ライフプランナーの在籍数も3,000人に到達――などが挙げられます。 
期中の業況は、個人保険および個人年金の新契約高は 3 兆 157 億円と前年同期を 1.9%下回ったも

のの、弊社が主力とする死亡保障（終身保険・定期保険）は前年同期を2.5%上回り順調な伸びを示

しました。 
 

保有契約も引き続き順調に推移し、個人保険および個人年金の保有契約件数は212万5,272件（前

年度末比6.1％増）、保有契約高は25兆1,893億円（前年度末比5.9%増）、保有契約年換算保険料も

3,531億円（前年度末比11.0％増）と好調を維持しました。保有契約の順調な伸びを受けて、保険

料等収入も前年度を7.6%上回る4,283億円となりました。 

 

健全性の指標は、当期のソルベンシー・マージン比率が1003.1％、契約継続率は13月目が95.4％

（前年同期95.3％）、25月目は90.2％（同90.2％）と引き続き高い水準を維持しました。解約・失

効率※も0.1％改善し6.5％（同6.6％）となりました。 

 

弊社社長の三森 裕は「創業20周年を迎えることしは、ライフプランナー数も3,000名に達し、

業容も順調に伸展しています。少子高齢化社会が進む中でも、弊社にとって死亡保障市場はまだま

だ開拓の余地が大きいと考えます。これまで以上にお客さまのニーズを幅広く汲み上げ、弊社の強

みであるライフプランナーによるコンサルティングを通じて最適な保障を提供してまいります」と

抱負を述べています。 

 

※解約・失効率は、契約高の減額・増額および契約復活高により、解約・失効高を修正して算出したものです。 

 

添付資料①平成18年度決算ハイライト、②平成18年度決算について 
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平成 18 年度決算ハイライト 

 

新契約年換算保険料 509 億円 （前年度比 7.6％減）

新契約高 3 兆 157 億円 （前年度比 1.9％減）
1． 新契約 

(個人保険+個人年金) 
新契約件数 23 万 8,160 件 （前年度比 5.9％減）

 

新契約年換算保険料は前年度比 7.6％減の 509 億円となりました。また、新契約高は、前年度比 1.9％

減の 3兆 157 億円、新契約件数は 5.9％減の 23 万 8,160 件となりました。 
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保有契約年換算保険料 3,531 億円 （前年度末比 11.0％増）

保有契約高 25 兆 1,893 億円 （前年度末比 5.9％増） 
2．保有契約  

（個人保険+個人年金） 
保有契約件数 212 万 5,272 件 （前年度末比 6.1％増） 

 

保有契約年換算保険料は前年度末比 11.0％増の 3,531 億円となりました。保有契約高は 18 期連続で増加

し、1兆 3,959 億円の純増となりました。保有契約件数は 6.1％増の 212 万 5,272 件となりました。 
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新契約件数（件） 
 

新契約高（億円） 

30,157
509

新契約年換算保険料（億円） 

保有契約高（億円） 保有契約年換算保険料（億円） 

3,531 251,893

238,160

3,181 

30,732 
551 

253,149 

237,934
2,002,321 

2,125,272
保有契約件数（件） 
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3．保険料等収入 4,283 億円（前年度比 7.6％増）  

 

保険料等収入は、前年度比 7.6％増の

4,283 億円となりました。 
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4．基礎利益 369 億円（前年度比 2.4％増）  

 

基礎利益は前年度比 2.4％増の 369 億円と

なりました。 
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5．ソルベンシー・マージン比率 1003.1％ 

 

ソルベンシー・マージン比率は、1003.1％

と引き続き高い水準を維持しています。 
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保険料等収入（億円） 
4,283 

基礎利益（億円） 
369 

ソルベンシー・マージン比率（％） 

1003.1 
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6．総資産 2 兆 865 億円（前年度末比 8.0％増）  

 

総資産は前年度末から順調に増加し、2 兆

865 億円（前年度末比 8.0％増）となりまし

た。 
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13 月目継続率 25 月目継続率 7．契約継続率 

（保険金額ベース） 95.4％ 90.2％ 

 

保険金額ベースでの継続率はさらに改善し、13 月目継続率は 95.4％、25 月目継続率は 90.2％と引き続

き高い水準となっています。 

8. 逆ざや いわゆる逆ざやは発生していません 

  

9．格付け AA（スタンダード＆プアーズ社） 

 

スタンダード＆プアーズ（S&P）社による保険財務力格付けは 2007 年 5 月 3 日付で｢AA-｣から｢AA｣に引

き上げられました。 

 
 
 
 
 

 
 
  

総資産（億円） 

20,865 
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平成19年5月29日

プルデンシャル生命保険株式会社

平成18年度の主要業績

１． 新契約高（個人保険＋個人年金） 3 兆   157 億円 （対前年比 1.9 ％減）

保有契約件数（個人保険＋個人年金） 212 万 5,272 件 （対前年比 6.1 ％増）

保有契約高（個人保険＋個人年金） 25 兆 1,893 億円 （対前年比 5.9 ％増）

純増加額（個人保険＋個人年金） 1 兆 3,959 億円 （対前年比 13.6 ％減）

２． 総資産 2 兆   865 億円 （対前年比 8.0 ％増）

３． 保険料等収入 4,283 億円 （対前年比 7.6 ％増）

４． ソルベンシー・マージン比率 1,003.1 ％

５． 運用利回り 2.27 ％
　

以  　上

平成18年度決算の概要

記

　プルデンシャル生命保険株式会社（本社： 千代田区永田町、代表取締役社長兼最高経営責任者：　三森
裕）は、来る7月11日開催予定の第20回定時株主総会に、平成18年度(平成19年3月期)の決算を付議い
たします。その概要は次のとおりです。
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１．主要業績

(１) 保有契約高及び新契約高

■保有契約高
(単位：件、億円、％)

件　数 金　額 件　数 金　額

前年度末比 前年度末比 前年度末比 前年度末比

個人保険 1,884,560 108.1 233,645 107.5 2,012,220 106.8 247,776 106.0 

個人年金保険 117,761 95.6 4,289 95.4 113,052 96.0 4,116 96.0 

団体保険 - - 20 84.7 - - 17 87.5 

団体年金保険 - - 206 72.4 - - 158 77.1 
(注) 1.

2. 団体年金保険については、責任準備金の金額です。

     
■新契約高

(単位：件、億円)

件　数 金　額 件　数 金　額

新契約
転換による
純増加 新契約

転換による
純増加

個人保険 253,149 30,732 30,732 - 237,902 30,133 30,133 - 

個人年金保険 - - - - 258 24 24 - 

団体保険 - - - - - - - - 

団体年金保険 - - - - - - - - 
(注) 1. 件数は、新契約に転換後契約を加えた数値です。
2. 新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

　
(２) 年換算保険料

■保有契約
（単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

299,089 113.5 334,063 111.7 

19,067 97.9 19,063 100.0 

318,156 112.5 353,127 111.0 

48,088 106.1 49,549 103.0 

■新契約
（単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

55,140 129.4 50,732 92.0 

- - 197 - 

55,140 129.4 50,929 92.4 

6,218 95.2 5,287 85.0 

(注) 1.

2.

区　　分
平成17年度末 平成18年度末

個人保険

平成17年度末 平成18年度末

平成17年度 平成18年度

個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準
備金を合計したものです。

区　　分
平成17年度 平成18年度

うち医療保障・
生前給付保障等

うち医療保障・
生前給付保障等

年換算保険料とは、１回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗じ、１年あたりの保険
料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で除した金額）。

医療保障給付（入院給付、手術給付等）、生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免
除給付（障害を事由とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部分
の年換算保険料を計上しています。

区　　分

区　　分

個人保険

個人年金保険

合　　　計

合　　　計

個人年金保険
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(３) 主要収支項目

(単位：百万円、％)

前年度比 前年度比

保険料等収入 397,994 122.5 428,362 107.6 

資産運用収益 77,146 238.1 61,030 79.1 

保険金等支払金 218,127 172.0 233,292 107.0 

資産運用費用 21,861 460.5 15,653 71.6 

15,527 885.5 23,648 152.3 

(４) 総資産

(単位：百万円、％)

前年度末比 前年度末比

総 資 産 1,932,277 109.5 2,086,546 108.0 

経常利益（又は経常損失）

平成17年度末 平成18年度末

平成17年度 平成18年度
区　分

区　分
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２．平成18年度末保障機能別保有契約高

(単位：件、億円)

個人保険 個人年金保険 団体保険 合　　　計

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

2,012,220 247,754 - - 10,298 17 2,022,518 247,771 

( 758,707) ( 83,257) ( 302) ( 2) ( -) ( -) ( 759,009) ( 83,260)

( 212,021) ( 7,626) - - ( -) ( -) ( 212,021) ( 7,626)

- 22 113,052 4,116 36 ( 0) 113,088 4,140 

( 962,198) ( 54) ( 542) ( 0) ( -) ( -) ( 962,740) ( 54)

( 955,834) ( 54) ( 524) ( 0) - - ( 956,358) ( 54)

( 744,545) ( 86) ( -) ( -) ( -) ( -) ( 744,545) ( 86)

( 235,735) - ( 47) - ( -) - ( 235,782) - 

( 949,133) - ( 524) - - - ( 949,657) - 

団体年金保険 合　　　計

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

26,151 158 760 19 26,911 178 

医療保障保険 就業不能保障保険

件　数 金　額 件　数 金　額

- - - - 

(注) 1.

2.

3.

３．平成18年度決算に基づく契約者配当金例示

該当ございません。

死

亡

保

障

入

院

保

障

普 通 死 亡

災 害 死 亡
そ の 他 の
条 件 付 死 亡

災 害 入 院

疾 病 入 院
そ の 他 の
条 件 付 入 院

項　　目

団体保険、団体年金保険、財形保険・財形年金保険の件数は被保険者数を表します。

手 術 保 障

生 存 保 障

入 院 保 障

項　　目

項　　目 項　　目

財形保険･財形年金保険

生 存 保 障

「入院保障」欄の額は入院給付日額を表します。

「生存保障」欄の金額は、個人年金保険、団体保険（年金特約）および財形年金保険（財形年金積立保険を除く）に
ついては、年金支払前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したも
の、団体年金保険、財形保険および財形年金積立保険については責任準備金を表します。

就 業 不 能 保 障

障 害 保 障
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6                   プルデンシャル生命保険 

４．平成１８年度の一般勘定資産の運用状況 
 

（１）平成 18 年度の資産の運用状況 

 

① 運用環境 

平成 18 年度の日本経済は、緩やかな景気拡大基調が続きました。内需は、企業収益の増加が続いた

ことなどから民間設備投資が堅調に推移しました。また、個人消費も雇用情勢の改善や所得が緩やかに

増加したことなどから底堅く推移しました。外需も、海外経済の回復を背景に、EU,アジア向けを中心に輸

出が増加しました。なお、消費者物価の前年比は、原油価格の影響で幾分振れる場面はあったものの、概

ねゼロ％近傍で推移しました。 

このような経済環境のなか、短期金融市場においては、無担保コール翌日物金利が 7 月中旬までゼ

ロ％に近い水準でとどまっていました。しかし、日本銀行が 7 月開催の金融政策決定会合にてゼロ金利政

策を解除した後は、新たな誘導目標水準である0.25％付近まで上昇し、更に2月に目標水準を0.25％引き

上げた後は 0.50％前後で推移しました。一方、長期金利の指標となる新発 10 年物国債利回りは、８月中

旬までは 1.8％から 2.0%のレンジで推移しましたが、その後は、追加利上げ観測の思惑がでるなか、米国

金利の低下などを受け、1.6％から1.7％台の水準まで低下し、結局、10年国債利回りは3月末、1.6％台半

ばで終了しました。 

為替相場においては、4 月初めに 118 円前後で推移していたドル円相場が 5 月中旬にかけて、米国の

利上げ休止の思惑などから、109 円台まで円高が進みました。その後は、日米の金融政策に対する思惑

や地政学的リスクの高まりなどからから円安ドル高基調に転じました。１月から２月にかけては国内外の

金利差を背景に円売り・ドル買いが旺盛となり 120 円を超える円安の場面もありましたが、3 月末のドル円

相場は結局、118 円台で終了しました。 

国内株式市場は、6 月初旬まで、海外株式市場の下落や円高の進行などから下落基調が続き、日経

平均株価は 14,000 円台前半まで下落しました。その後は、米国株式市場の上昇や好調な企業業績を受

け上昇基調に転じ、２月には日経平均株価は18,000円台を回復しました。２月下旬に中国株式市場の急

落に端を発した世界同時株安を受け日経平均株価も 17,000 円を割れる水準まで下落しましたが、3 月末

は、17,287.65 円で終了しました。 

 

② 当社の運用方針 

ALM（資産負債総合管理）の観点から、中長期的に安定した利息収入が得られる円建て債券中心の資

産運用を行っております。また、リスク分散を図りつつ、為替ヘッジを付した外貨建債券への投資にも取り

組み、収益の向上を図っております。 

当社のリスク管理につきましては、資産運用部門とリスク管理部門の組織的な分離による相互牽制を

厳格に行い、運用資産全体のマーケットリスク・信用リスクを常にモニターしております。資金の性格から

安全性の高い運用を心がけ、デリバティブにつきましてはリスクヘッジ手段として利用しています。 

 

③ 運用実績の概況 

平成 18 年度末の一般勘定資産は、19,559 億円となり、前年度末に比べ 1,416 億円(7.8%増) の増加とな
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りました。平成 18年度は増加資産を主に国内公社債に配分しました。この結果、平成 18年度末の資産構

成は、国内公社債 57.5%、国内株式 0.1%、外国証券 29.5%、その他の証券 1.4%、貸付金 5.3%、不動産 0.7%

となっております。 

平成 18年度の利息及び配当金等収入は554億円となり、有価証券売却益などを加えた資産運用収益全

体では 757 億円となりました。一方、資産運用費用は 334 億円となり、この結果、資産運用収支は 423 億

円となりました。 



（２） 資産の構成

（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

現預金・コールローン 78,344 4.3 53,351 2.7 

買現先勘定 - - - - 

債券貸借取引支払保証金 - - - - 

買入金銭債権 2,000 0.1 10,000 0.5 

商品有価証券 - - - - 

金銭の信託 - - - - 
有価証券 1,583,222 87.3 1,731,603 88.5 

公社債 1,000,397 55.1 1,125,521 57.5 

株式 1,710 0.1 993 0.1 

外国証券 554,626 30.6 577,252 29.5 

公社債 550,819 30.4 568,283 29.1 

株式等 3,807 0.2 8,969 0.5 

その他の証券 26,488 1.5 27,834 1.4 

貸付金 95,452 5.3 103,547 5.3 

保険約款貸付 82,149 4.5 90,426 4.6 

一般貸付 13,303 0.7 13,121 0.7 

不動産 13,968 0.8 12,947 0.7 

繰延税金資産 8,044 0.4 8,719 0.4 

181 0.0 215 0.0 

その他 33,170 1.8 35,651 1.8 

貸倒引当金 △43 △0.0 △50 △0.0 

1,814,342 100.0 1,955,985 100.0 
うち 外貨建資産 6,302 0.3 6,530 0.3 

（３） 資産の増減

（単位：百万円）

現預金・コールローン 754 △24,993 

買現先勘定 - - 

債券貸借取引支払保証金 - - 

買入金銭債権 2,000 8,000 

商品有価証券 - - 

金銭の信託 - - 
有価証券 134,573 148,380 

公社債 97,109 125,124 

株式 △18 △716 

外国証券 39,984 22,626 

公社債 144,066 17,463 

株式等 △104,082 5,162 

その他の証券 △2,501 1,346 

貸付金 391 8,094 

保険約款貸付 8,100 8,277 

一般貸付 △7,708 △182 

不動産 △598 △1,020 

繰延税金資産 484 675 

△739 33 

その他 588 2,480 

貸倒引当金 158 △7 

137,612 141,643 
うち 外貨建資産 △4,217 227 

合   計

平成17年度 平成18年度区　　分

再評価に係る繰延税金資産

平成17年度末 平成18年度末

合   計

区　　分

再評価に係る繰延税金資産
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（４） 資産運用関係収益

（単位：百万円）

区　　分 平成17年度 平成18年度

利息及び配当金等収入 53,984 55,415 

預貯金利息 0 6 

有価証券利息・配当金 48,314 49,487 

貸付金利息 3,960 4,276 

不動産賃貸料 1,668 1,496 

その他利息配当金 39 148 

商品有価証券運用益 - - 

金銭の信託運用益 - - 

売買目的有価証券運用益 - - 

有価証券売却益 624 1,811 

国債等債券売却益 129 198 

株式等売却益 5 - 

外国証券売却益 488 106 

その他 - 1,506 

有価証券償還益 127 554 

金融派生商品収益 20,791 15,885 

為替差益 2,579 1,863 

その他運用収益 73 205 

合　　　計 78,180 75,735 

（５） 資産運用関係費用

（単位：百万円）

区　　分 平成17年度 平成18年度

支払利息 18 72 

商品有価証券運用損 - - 

金銭の信託運用損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有価証券売却損 7,751 903 

国債等債券売却損 3,972 223 

株式等売却損 - - 

外国証券売却損 3,778 678 

その他 - 1 

有価証券評価損 43 765 

国債等債券評価損 - - 

株式等評価損 8 716 

外国証券評価損 29 - 

その他 6 48 

有価証券償還損 38 942 

金融派生商品費用 33,570 27,842 

為替差損 2,119 1,917 

貸倒引当金繰入額 - 7 

貸付金償却 - - 

賃貸用不動産等減価償却費 282 239 

その他運用費用 948 711 

合　　　計 44,773 33,401 
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（６）資産運用に係わる諸効率

①資産別運用利回り
（単位：％）

現預金・コールローン △ 0.06 0.02

買現先勘定 - -

債券貸借取引支払保証金 - -

買入金銭債権 2.21 2.27

商品有価証券 - -

金銭の信託 - -

有価証券 1.87 2.23

うち公社債 1.61 2.16

うち株式 6.88 △ 38.27

うち外国証券 1.36 2.11

貸  付  金 4.25 4.29

不  動  産 5.41 4.97

7.35 7.01

一般勘定計 1.91 2.27

1.34 2.10
（注） 1.

2. 海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

②売買目的有価証券の評価損益
（単位：百万円）

 貸借対照表
計上額

 貸借対照表
計上額

売買目的有価証券 - - 
（注） 本表には、「金銭の信託」等の売買目的有価証券を含みます。

- -

 平成17年度末  平成18年度末

 当期の損益に含
まれた評価損益

 区　　分  当期の損益に含
まれた評価損益

区　　分 平成17年度 平成18年度

利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益中、資産運用収
益－資産運用費用として算出した利回りです。

うち投資用不動産

うち海外投融資
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③有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

帳簿価額 時　価 差　損　益 帳簿価額 時　価 差　損　益
うち差益 うち差損 うち差益 うち差損

194,497 199,334 4,837 7,492 △2,655 190,607 195,323 4,716 6,758 △2,042 

913,277 929,576 16,299 20,670 △4,371 1,063,674 1,079,773 16,099 20,219 △4,120 

- - - - - - - - - - 

その他有価証券 453,044 453,124 79 6,770 △6,690 457,151 460,650 3,499 9,412 △5,912 

公社債 71,086 70,478 △607 399 △1,007 97,610 97,379 △230 596 △827 

株式 - - - - - - - - - - 

外国証券 370,506 367,095 △3,411 2,265 △5,676 346,568 344,638 △1,929 3,113 △5,043 

公社債 367,499 364,034 △3,464 2,211 △5,676 343,198 341,215 △1,983 3,049 △5,033 

株式等 3,007 3,061 53 53 - 3,369 3,423 54 63 △9 

その他の証券 11,452 15,550 4,098 4,105 △7 12,972 18,632 5,659 5,702 △42 

買入金銭債権 - - - - - - - - - - 

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 

その他 - - - - - - - - - - 

　合　　　　計 1,560,819 1,582,035 21,216 34,933 △13,717 1,711,432 1,735,747 24,315 36,390 △12,074 

公社債 1,001,004 1,016,044 15,039 21,137 △6,097 1,125,752 1,140,796 15,044 20,435 △5,390 

株式 - - - - - - - - - - 

外国証券 546,362 548,509 2,146 9,690 △7,543 562,707 566,333 3,625 10,203 △6,577 

公社債 543,355 545,448 2,092 9,636 △7,543 559,338 562,909 3,571 10,139 △6,568 

株式等 3,007 3,061 53 53 - 3,369 3,423 54 63 △9 

その他の証券 11,452 15,550 4,098 4,105 △7 12,972 18,632 5,659 5,702 △42 

買入金銭債権 2,000 1,931 △68 - △68 10,000 9,985 △14 49 △64 

譲渡性預金 - - - - - - - - - - 
その他 - - - - - - - - - - 

・時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。

（単位：百万円）

平成17年度末 平成18年度末

満期保有目的の債券 10,929 10,929 

非上場外国債券 10,929 10,929 

その他 - - 

責任準備金対応債券 - - 

子会社・関連会社株式 - - 

その他有価証券 13,364 16,104 

1,710 993 

- 5,904 

非上場外国債券 - - 

その他 11,654 9,206 
合　　　　計 24,293 27,033 

（注）時価のない有価証券のうち、外貨建資産について為替を評価した差損益は以下の通りです。

　　　　（平成18年度末：513百万円、平成17年度末：847百万円）

④金銭の信託の時価情報

該当ございません。

（注）満期保有目的の債券には買入金銭債権が含まれております。

 区　　分

非上場外国株式（店頭売買株式を除く）

平成17年度末 平成18年度末

区　　分

非上場国内株式（店頭売買株式を除く）

満期保有目的の債券

責任準備金対応債券

子会社・関連会社株式
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５．貸借対照表

（単位：百万円）

年　　度 　 平成17年度 平成18年度 年　　度 　 平成17年度 平成18年度

科　　目 金　額 金　額 科　　目 金　額 金　額 

（資産の部） （負債の部）
現金及び預貯金 78,347 15,272 保険契約準備金 1,832,381 1,964,269 

　現金 13 8 　支払備金 11,930 11,894 

　預貯金 78,333 15,264 　責任準備金 1,816,975 1,949,540 

コールローン - 38,100   契約者配当準備金 3,476 2,835 

買入金銭債権 2,000 10,000 再保険借 12,230 14,645 

有価証券 1,697,577 1,856,284 その他負債 46,090 48,125 

　国債 743,559 797,406 　未払法人税等 7,169 1,586 

　地方債 39,364 41,408 　未払金 701 2,294 

　社債 245,449 316,117 　未払費用 15,845 17,334 

　株式 1,710 63,222 　前受収益 88 74 

　外国証券 569,059 595,656 　預り金 884 2,361 

　その他の証券 98,435 42,472 　預り保証金 1,345 1,279 

貸付金 95,452 103,547 　金融派生商品 18,766 21,372 

　保険約款貸付 82,149 90,426 　仮受金 1,180 1,697 

　一般貸付 13,303 13,121 　その他の負債 108 123 

不動産及び動産 14,968 - 退職給付引当金 6,006 7,816 

　土地 7,877 - 役員退職慰労引当金 967 1,159 

　建物 6,091 - 特別法上の準備金 1,341 1,762 

　動産 1,000 - 　価格変動準備金 1,341 1,762 

有形固定資産 - 13,679 負債の部合計 1,899,019 2,037,779 

　土地 - 7,353 （資本の部）

　建物 - 5,592 資本金 20,000 - 

　建設仮勘定 - 2 資本剰余金 11,439 - 

　その他の有形固定資産 - 731 　資本準備金 11,439 - 

無形固定資産 - 4,194 利益剰余金 6,327 - 

　ソフトウェア - 4,113 　当期未処分利益 6,327 - 

　その他の無形固定資産 - 81 　　（当期純利益） ( 8,717) - 

再保険貸 5,664 6,529 土地再評価差額金 △4,578 - 

その他資産 30,082 30,054 株式等評価差額金 70 - 

　未収金 11,946 14,316 資本の部合計 33,258 - 

　前払費用 696 666 負債及び資本の部合計 1,932,277 - 

　未収収益 11,302 12,894 （純資産の部）

　預託金 1,790 1,877 資本金 - 20,000 

　金融派生商品 325 79 資本剰余金 - 11,439 

　仮払金 40 42 　資本準備金 - 11,439 

　その他の資産 3,980 178 利益剰余金 - 19,308 

繰延税金資産 8,044 8,719 　利益準備金 - 300 

再評価に係る繰延税金資産 181 215 　その他利益剰余金 - 19,008 

貸倒引当金 △43 △50 　　 繰越利益剰余金 - 19,008 

株主資本合計 - 50,747 

その他有価証券評価差額金 - 2,004 

繰延ヘッジ損益 - △4 

土地再評価差額金 - △3,980 

評価・換算差額等合計 - △1,980 

純資産の部合計 - 48,767 

資産の部合計 1,932,277 2,086,546 負債及び純資産の部合計 - 2,086,546 
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６．損益計算書

（単位：百万円）

年　　度　　 平成17年度 平成18年度

  科　　目 金　額 金　額

経　常　収　益 477,293 491,158 

保険料等収入 397,994 428,362 

  保険料 358,321 391,321 

  再保険収入 39,673 37,040 

資産運用収益 77,146 61,030 

  利息及び配当金等収入 53,984 55,415 

  　預貯金利息 0 6 

　　有価証券利息・配当金 48,314 49,487 

　　貸付金利息 3,960 4,276 

　　不動産賃貸料 1,668 1,496 

　　その他利息配当金 39 148 

  有価証券売却益 624 1,811 

  有価証券償還益 127 554 

  為替差益 459 - 

  その他運用収益 73 205 

  特別勘定資産運用益 21,877 3,043 

その他経常収益 2,152 1,765 

  年金特約取扱受入金 456 740 

  保険金据置受入金 1,512 873 

  支払備金戻入額 - 36 

  その他の経常収益 182 115 

経  常  費  用 461,765 467,510 

保険金等支払金 218,127 233,292 

  保険金 42,030 37,072 

  年金 10,332 11,295 

  給付金 13,863 14,457 

  解約返戻金 71,607 74,873 

  その他返戻金 5,578 4,717 

  再保険料 74,715 90,876 

責任準備金等繰入額 137,271 132,581 

  支払備金繰入額 967 - 

  責任準備金繰入額 136,284 132,565 

  契約者配当金積立利息繰入額 19 15 

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部
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（単位：百万円）

年　　度　　 平成17年度 平成18年度

  科　　目 金　額 金　額

資産運用費用 21,861 15,653 

  支払利息 18 72 

  有価証券売却損 7,751 903 

  有価証券評価損 43 765 

  有価証券償還損 38 942 

　金融派生商品費用 12,778 11,957 

  為替差損 - 53 

  貸倒引当金繰入額 - 7 

  賃貸用不動産等減価償却費 282 239 

  その他運用費用 948 711 

事業費 76,496 76,309 

その他経常費用 8,009 9,674 

  保険金据置支払金 550 1,016 

  税金 4,148 4,207 

  減価償却費 2,040 1,987 

  退職給付引当金繰入額 1,108 1,809 

　役員退職慰労引当金繰入額 149 326 

  その他の経常費用 11 326 

経  常  利  益 15,527 23,648 

特  別  利  益 318 161 

固定資産等処分益 188 112 

貸倒引当金戻入額 17 - 

その他特別利益 112 49 

特  別  損  失 704 483 

固定資産等処分損 79 62 

減損損失 246 - 

価格変動準備金繰入額 378 421 

税引前当期純利益 15,141 23,326 

法人税及び住民税 6,963 10,046 

法人税等調整額 △540 △1,561 

当期純利益 8,717 14,842 

前期繰越損失 2,135 - 

土地再評価差額金取崩額 255 - 

当期未処分利益 6,327 - 

経
　
　
常
　
　
損
　
　
益
　
　
の
　
　
部

特
別
損
益
の
部
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＜重要な会計方針＞ 

平成 17 年度 

 

平成 18 年度 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

（1） 有価証券（現金及び預貯金・買入金銭債権のうち有価証券に準

じるもの及び金銭の信託において信託財産として運用している有

価証券を含む）の評価は、売買目的の有価証券については時価

法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券につ

いては移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業におけ

る「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）

に基づく責任準備金対応債券については移動平均法による償却

原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについ

ては、3 月末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は

移動平均法)、それ以外の有価証券については移動平均法による

原価法によっております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法

により処理しております。 

（2） 保険業法第118条の規定による特別勘定に属する有価証券は、

売買目的としております。 

（3） 組合等への出資は、期末日時点における組合財産の持分相当

額をその他の証券に含めて計上しております。なお、出資にかか

る損益については、組合等の営業により獲得した損益の持分相

当額をその他運用費用または利息及び配当金等収入として計上

しております。 

 

重要な会計方針 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の

評価は、売買目的の有価証券については時価法（売却原価の算

定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準備金対応

債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対

応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その

他有価証券のうち時価のあるものについては、3 月末日の市場価

格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均法)、それ以外

の有価証券については移動平均法による原価法によっておりま

す。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入

法により処理しております。 

 

２．デリバティブ取引の評価基準 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 

２．デリバティブ取引の評価基準 

デリバティブ取引の評価は、時価法によっております。 

 

３．土地の再評価 

平成１７年２月１日に合併した旧あおば生命保険株式会社におい

ては、「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布 

法律第３４号）に基づき事業用土地の再評価を行い、評価差額に

ついては回収可能と判断した税金相当額を「再評価に係る繰延税

金資産」として資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として資本の部に計上しております。 

再評価を行った年月日：平成１４年３月３１日同法律第３条第３項

に定める再評価の方法： 「土地の再評価に関する法律施行令」

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示された価格等に奥行補正等の合理

的な調整を行って算定。 

３．土地の再評価 

平成１７年２月１日に合併した旧あおば生命保険株式会社におい

ては、「土地の再評価に関する法律」（平成１０年３月３１日公布 

法律第３４号）に基づき事業用土地の再評価を行い、評価差額に

ついては回収可能と判断した税金相当額を「再評価に係る繰延税

金資産」として資産の部に計上し、これを控除した金額を「土地再

評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日：平成１４年３月３１日同法律第３条第３項

に定める再評価の方法： 「土地の再評価に関する法律施行令」

（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第１号に定める

地価公示法の規定により公示された価格等に奥行補正等の合理

的な調整を行って算定しております。 

 

４．不動産及び動産の減価償却の方法 

不動産(平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物を除く)及び動産

の減価償却の方法は定率法により、平成 10年 4月 1日以降に取

得した建物の減価償却の方法は定額法によっております。 

４．有形固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産(平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物を除く)の

減価償却の方法は定率法により、平成 10年 4月 1日以降に取得

した建物の減価償却の方法は定額法によっております。 

なお、不動産及び動産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未

満のものについては、3 年間で均等償却を行っております。 

 

なお、有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満

のものについては、3 年間で均等償却を行っております。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しておりま

す。 

 

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しておりま

す。 
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６．引当金の計上基準 ６．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則

り、次のとおり計上しております。破産、民事再生等、法的形式的

な経営破綻の事実が発生している債務者（「破綻先」という）に対

する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（「実質破綻

先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を個

別貸倒引当金として計上しております。また、現状、経営破綻の状

況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者（「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額

から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要

と認める額を個別貸倒引当金として計上しております。上記以外

の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算

出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を一般貸倒引当金として計

上しております。 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、資産の自己査定基準および償却・引当基準に則

り、次のとおり計上しております。破産、民事再生等、法的形式的

な経営破綻の事実が発生している債務者（「破綻先」という）に対

する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（「実質破綻

先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を個

別貸倒引当金として計上しております。また、現状、経営破綻の状

況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる

債務者（「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額

から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控

除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要

と認める額を個別貸倒引当金として計上しております。上記以外

の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算

出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を一般貸倒引当金として計

上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産管理部署及び監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記

の引当を行なっております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産管理部署及び監査

部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記

の引当を行なっております。 

（2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付

に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見

書」平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に基づき、当期末にお

いて発生したと認められる額を計上しております。 

（2）退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付

に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見

書」平成 10 年 6 月 16 日企業会計審議会）に基づき、当年度末に

おいて発生したと認められる額を計上しております。 

（3）役員退職慰労引当金 

取締役、監査役および執行役員に係る退職慰労金の期末要支給

額を内規に基づき引当計上しております。 

なお、当該引当金は、商法施行規則第 43 条に規定する引当金に

該当致します。 

（3）役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支払いに備えるた

め、取締役、監査役および執行役員に係る退職慰労金の期末要

支給額を内規に基づき引当計上しております。 

 

（4）価格変動準備金 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した

額を計上しております。 

（4）価格変動準備金 

価格変動準備金は、保険業法第 115 条の規定に基づき算出した

額を計上しております。 

 

 ７．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 

 

７．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成 11 年 1 月 22 日）に従い、その他

有価証券のうち外貨建有価証券の為替変動リスク又は金利変動

リスクのヘッジとして時価ヘッジ、外貨建満期保有目的債券につ

いては為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段

の時価変動を比較する比率分析によっております。但し、一部の

ヘッジの有効性の判定については、会計制度委員会報告第 14 号

「金融商品会計に関する実務指針」（平成 14 年 9 月 17 日日本公

認会計士協会）第 158項の判定基準に照らし高い有効性があると

みなされるため省略しております。 

 

 

８．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成 18 年 8 月 11 日）に従い、その

他有価証券のうち外貨建有価証券の為替変動リスク又は金利変

動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、並びにキャッシュフローのヘッ

ジとして繰延ヘッジを適用しております。外貨建満期保有目的債

券については為替の振当処理を行っております。 

なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段

の時価変動を比較する比率分析によっております。 
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８．消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に定

める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5 年間で均等

償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生事業年度に

費用処理しております。 

９．消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっておりま

す。ただし、資産にかかる控除対象外消費税等のうち、税法に定

める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5 年間で均等

償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用

処理しております。 

 

９．責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、

保険料積立金については次の方式により計算しております。 

①標準責任準備金の対象契約については、平成 8 年大蔵省告示

第 48 号に定める責任準備金の計算の基礎となるべき係数を用い

て保険業法施行規則第 69 条第 4 項第 4 号の規定に基づいて 5

年チルメル式または平準純保険料式により計算しております。 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、保険業法

施行規則第69条第4項第4号の規定に基づいて5年チルメル式

または平準純保険料式により計算しております。 

なお、貸借対照表上の責任準備金は上記の方法により計算した

金額のほか、標準責任準備金の積立に必要な金額を積み立てて

おります。この結果、標準責任準備金の対象契約に対する積立率

は当期末 100%であります。 

 

10.責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、

保険料積立金については次の方式により計算しています。 

①標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める

方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保

険料式 

 

10.ソフトウェア減価償却の方法 

その他資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の

方法は、利用可能期間に基づく定額法によって行っております。 

11.ソフトウェア減価償却の方法 

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却

の方法は、利用可能期間に基づく定額法によって行っておりま

す。 

 

会計方針の変更 

１．固定資産の減損会計基準 

当年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14

年 8 月 9 日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第6号 平成15年 10月 31日）を適用

しております。この結果、従来の方法によった場合に比べ、税引前

当期純利益は 246 百万円減少しております。なお、減損損失累計

額については、当該各資産の金額から直接控除しております。 

 

会計方針の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 １．責任準備金積立方式の変更 

責任準備金積立方式は、従来保険業法施行規則第 69 条第 4 項

第 4 号の規定に基づいて 5 年チルメル式または平準純保険料式

によっておりましたが、標準責任準備金を達成したことに伴い、当

年度より上記の方法に変更しました。 

この変更により､従来の 5 年チルメル式または平準純保険料式並

びに継続的に行ってきた積増額に基づく責任準備金の計上に比

べ､責任準備金の増減はなく税引前当期純利益並びに当期純利

益に与える影響はありません。 

 

 ２．ストック・オプション等に関する会計基準 

当年度より、「ストック・オプション等に関する会計基準」(企業会計

基準第 8 号 平成 17 年 12 月 27 日)および「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 11 号

平成 18 年 5 月 31 日)を適用しております。この制度は、米国親会

社のプルデンシャル・ファイナンシャル・インクの株式をストック･オ

プション、制限付ユニットおよびプルデンシャル国際株式購入プラ
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ン（PSPP）として、当社役員および一部の従業員に対して付与さ

れるものです。この結果、従来の方法によった場合に比べ、事業

費が 17 百万円増加し、税引前当期純利益は 17 百万円減少して

おります。 

 

 ３．貸借対照表の純資産の部の表示 

当年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（平成 17 年 12 月 9 日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（平成 17 年

12 月 9 日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。な

お、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は、48,771 百万円で

あります。 

 

 ４．保険業法施行規則別紙様式が改正されたことにより、以下のとお

り表示方法を変更しております。 

(1)前年度において区分掲記していた「不動産及び動産」は、当年

度からは「有形固定資産」として表示しております。 

(2)前年度において「その他の資産」に含めていた「無形固定資産」

は、当年度からは「無形固定資産」として区分掲記しております。な

お、前年度において「その他の資産」に含めていた「無形固定資

産」は 3,730 百万円であります。 

(3)前年度において区分掲記していた「株式等評価差額金」は、当

年度からは「その他有価証券評価差額金」として表示しておりま

す。 

 

 ５．特別法上の準備金の表示 

当年度より、会社計算規則の施行に伴い、価格変動準備金を特

別法上の準備金の内訳項目として表示しております。 
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＜注記事項＞ 

（貸借対照表関係） 

平成 17 年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
平成 18 年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

１．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および

貸付条件緩和債権の合計額は、2 百万円であり、それぞれの内訳

は以下のとおりであります。 

（１）貸付金のうち、破綻先債権額に該当するものはありません。破

綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続し

ていることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁

済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」と

いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条

第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規

定する事由が生じている貸付金であります。 

（２）貸付金のうち、延滞債権額は 2 百万円であります。延滞債権と

は、未収利息不計上貸付金であって、（１）に掲げるもの及び債務

者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予したもの以外の貸付金であります。 

１．貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権および

貸付条件緩和債権の合計額は、2 百万円であり、それぞれの内訳

は以下のとおりであります。 

（１）貸付金のうち、破綻先債権額に該当するものはありません。破

綻先債権とは、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続し

ていることその他の事由により元本または利息の取立てまたは弁

済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金

（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」と

いう。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条

第１項第３号のイからホまでに掲げる事由または同項第４号に規

定する事由が生じている貸付金であります。 

（２）貸付金のうち、延滞債権額は 2 百万円であります。延滞債権と

は、未収利息不計上貸付金であって、（１）に掲げるもの及び債務

者の経営再建または支援を図ることを目的として利息の支払を猶

予したもの以外の貸付金であります。 

（３）貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額に該当するものはありま

せん。３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅延しているもので、（１）及び（２）に

該当しない貸付金であります。 

（３）貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権額に該当するものはありま

せん。３ヵ月以上延滞債権とは、元本または利息の支払が、約定

支払日の翌日から３ヵ月以上遅延しているもので、（１）及び（２）に

該当しない貸付金であります。 

（４）貸付金のうち、貸付条件緩和債権額に該当するものはありま

せん。貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもの

で、（１）、（２）及び（３）に該当しない貸付金であります。 

 

（４）貸付金のうち、貸付条件緩和債権額に該当するものはありま

せん。貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建または支援を図

ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶

予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行ったもの

で、（１）、（２）及び（３）に該当しない貸付金であります。 

 

２．不動産及び動産の減価償却累計額は、6,444 百万円であります。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額は、7,149 百万円であります。 

３．特別勘定の資産の額は、117,934 百万円であります。なお、負債の

額も同額であります。 

 

３．特別勘定の資産の額は、130,561 百万円であります。なお、負債の

額も同額であります。 

４. 取締役および監査役に対する金銭債権総額は、4 百万円でありま

す。取締役および監査役に対する金銭債務はありません。 

 

４. 取締役および監査役に対する金銭債権および金銭債務はありませ

ん。 

５.繰延税金資産の総額は、11,700 百万円、繰延税金負債の総額は

2,596 百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として

控除した額は、1,059 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金3,864

百万円、退職給付引当金 2,168 百万円、有価証券評価損否認 246

百万円、価格変動準備金 484 百万円、収入保険料期間帰属関連 

277 百万円、役員退職慰労引当金 349 百万円、未払事業税 238

百万円、その他有価証券評価差額金 2,415 百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価

差額金 2,454 百万円であります。 

当期における法定実効税率は 36.1%であり、法定実効税率と税効

果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳

は、税額控除△1.5%、交際費等永久に損金に算入されない項目

1.9%、住民税均等割 0.4%、過年度法人税等△1.4%、評価性引当額

7.0%であります。 

５．繰延税金資産の総額は、13,122 百万円、繰延税金負債の総額は

3,545 百万円であります。繰延税金資産のうち評価性引当額として

控除した額は、857 百万円であります。 

繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金4,299

百万円、退職給付引当金 2,821 百万円、有価証券評価損否認 353

百万円、価格変動準備金 636 百万円、収入保険料期間帰属関連 

462 百万円、役員退職慰労引当金 418 百万円、未払事業税 255

百万円、未払費用 575 百万円、その他有価証券評価差額金 2,265

百万円であります。 

繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券評価

差額金 3,397 百万円であります。 

当年度における法定実効税率は 36.1%であり、法定実効税率と税

効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な内訳

は、交際費等永久に損金に算入されない項目 1.5%、住民税均等割

0.3%、過年度法人税等△0.7%、評価性引当額△0.9%であります。 
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平成 17 年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
平成 18 年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

６．貸借対照表に計上した動産の他、リース契約により使用している

重要な動産として電子計算機等があります。 

６．貸借対照表に計上したその他の有形固定資産の他、リース契約に

より使用している重要なその他の有形固定資産として電子計算機

等があります。 

 

７. 契約者配当準備金の異動状況は次の通りであります｡ 

前年度末現在高            4,213 百万円 

当年度契約者配当金支払額      734 百万円 

利息による増加等                19 百万円 

契約者配当準備金繰入額         - 百万円 

その他による減少                21 百万円 

当年度末現在高               3,476 百万円 

７．契約者配当準備金の異動状況は次の通りであります｡ 

前年度末現在高           3,476 百万円 

当年度契約者配当金支払額    622 百万円 

利息による増加等              15 百万円 

契約者配当準備金繰入額       - 百万円 

その他による減少              33 百万円 

当年度末現在高             2,835 百万円 

 

 ８．関係会社への出資金は 8,801 百万円であります。 

 

８．担保に供されている資産の額は、2,573 百万円であります。なお、

担保付き債務はありません。 

９．担保に供されている資産の額は、有価証券 2,420 百万円でありま

す。なお、担保付き債務はありません。 

 

９.保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条

第１項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金の金

額は 1,248 百万円、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付し

た部分に相当する責任準備金の金額は53,341百万円であります。

10．保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１

条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以

下「出再支払備金」という。）の金額は 2,113 百万円、同規則第７１

条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金

（以下「出再責任準備金」という。）の金額は 141,743 百万円であり

ます。 

 

 11．１株当たりの純資産額は 162,558 円 39 銭であります。 

 

10．金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律附則

第 140 条第 5 項の規定に基づき生命保険契約者保護機構が承継

した旧保険契約者保護基金に対する当年度末における当社の今

後の負担見積額は 265 百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しておりま

す。 

12．金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律附則

第 140 条第 5 項の規定に基づき生命保険契約者保護機構が承継

した旧保険契約者保護基金に対する当年度末における当社の今

後の負担見積額は 121 百万円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しておりま

す。 

保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に

対する当年度末における当社の今後の負担見積額は 4,685 百万

円であります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しておりま

す。 

 

保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対

する当年度末における当社の今後の負担見積額は5,518百万円で

あります。 

なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しておりま

す。 

11．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額は 913,277 百万

円、時価は 929,576 百万円であります。 

なお、責任準備金対応債券のリスク管理方針の概要は下記のとお

りであります。 

個人変額保険を除くすべての保険種類に関し、当期末日現在の保

有契約から今後 20 年以内に生じると予測される保険金・経費等の

キャッシュ・アウトフローを「コア負債」とし、当該保険契約から同期

間内に生じると予測される将来保険料のうち予め定められた一定

の割合のキャッシュ・インフローと責任準備金対応債券として区分

した債券の合計を「コア資産」とみなし、この「コア負債」「コア資産」

についてキャッシュフローの金利感応度をコントロールすることによ

り、金利変動リスクを管理しております。 

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券

のデュレーション及び資金配分を定めており、また、四半期毎の将

来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行ないます。 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責

13．責任準備金対応債券に係る貸借対照表計上額は 1,063,674 百万

円、時価は 1,079,773 百万円であります。 

なお、責任準備金対応債券のリスク管理方針の概要は下記のとお

りであります。 

個人変額保険及び個人変額年金保険を除くすべての保険種類に

関し、当年度末日現在の保有契約から今後30年以内に生じると予

測される保険金・経費等のキャッシュ・アウトフローを「コア負債」と

し、当該保険契約から同期間内に生じると予測される将来保険料

のうち予め定められた一定の割合のキャッシュ・インフローと責任

準備金対応債券として区分した債券の合計を「コア資産」とみなし、

この「コア負債」「コア資産」についてキャッシュフローの金利感応度

をコントロールすることにより、金利変動リスクを管理しております。

運用方針につきましては投資委員会にて、責任準備金対応債券

のデュレーション及び資金配分を定めており、また、四半期毎の将

来収支分析の結果に基づき運用方針の見直しを行ないます。 

責任準備金対応債券の設定に当たっては、「保険業における「責
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平成 17 年度 

（平成 18 年 3 月 31 日現在） 
平成 18 年度 

（平成 19 年 3 月 31 日現在） 

任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）の別紙の

方法、すなわち将来における一定期間内の保険収支に基づくデュ

レーションを勘案した方法を採用しております。 

また、上述の方法に用いた将来の保険収支の期間は 20 年、コア

負債のデュレーションは 8.2 年、コア資産のうち将来保険料のデュ

レーションは 6.4 年、責任準備金対応債券のデュレーションは 15.6

年となっております。 

任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」

（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）の別紙の

方法、すなわち将来における一定期間内の保険収支に基づくデュ

レーションを勘案した方法を採用しております。 

また、上述の方法に用いた将来の保険収支の期間は 30 年、コア

負債のデュレーションは 10.6 年、コア資産のうち将来保険料のデュ

レーションは 7.4 年、責任準備金対応債券のデュレーションは 15.7

年となっております。 

なお、従来より長い期間のコア負債・コア資産の金利感応度をコン

トロールすることによって、より適切な金利変動リスクの管理を行う

必要性が高まってきた中、30 年債の市場が成熟してきていること

から 30 年までのキャッシュフローを対象にすることも可能になった

ため、小区分を20年から30年に変更いたしました。なお、この変更

による税引前当期純利益及び当期純利益に与える影響はありま

せん。 

 

12.退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 14．退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 退職給付債務及びその内訳 

ｲ 退職給付債務               △10,995 百万円 

ﾛ 年金資産                        - 百万円 

ﾊ 未積立退職給付債務(ｲ＋ﾛ)    △10,995 百万円 

ﾆ 会計基準変更時差異の未処理額   1,607 百万円 

ﾎ 未認識数理計算上の差異         3,314 百万円 

ﾍ 未認識過去勤務債務               66 百万円 

ﾄ 貸借対照表計上額純額(ﾊ+ﾆ+ﾎ+ﾍ) △6,006 百万円 

ﾁ 前払年金費用                 - 百万円 

ﾘ 退職給付引当金               △6,006 百万円 

(1) 退職給付債務及びその内訳 

ｲ 退職給付債務               △13,737 百万円 

ﾛ 年金資産                           - 百万円 

ﾊ 未積立退職給付債務(ｲ+ﾛ)       △13,737 百万円 

ﾆ 会計基準変更時差異の未処理額     1,428 百万円 

ﾎ 未認識数理計算上の差異           4,434 百万円 

ﾍ 未認識過去勤務債務                 58 百万円 

ﾄ 貸借対照表計上額純額(ﾊ+ﾆ+ﾎ+ﾍ)  △7,816 百万円 

ﾁ 前払年金費用                    - 百万円 

ﾘ 退職給付引当金               △ 7,816 百万円 

 (2) 退職給付債務等の計算基礎 

ｲ 退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 

ﾛ 割引率                                2.0% 

ﾊ 期待運用収益率                           - 

ﾆ 会計基準変更時差異の処理年数          15 年 

ﾎ 数理計算上の差異の処理年数            10 年 

ﾍ 過去勤務債務の額の処理年数            10 年 

 

(2) 退職給付債務等の計算基礎 

ｲ 退職給付見込額の期間配分方法    期間定額基準 

ﾛ 割引率                                2.0% 

ﾊ 期待運用収益率                         - 

ﾆ 会計基準変更時差異の処理年数          15 年 

ﾎ 数理計算上の差異の処理年数            10 年 

ﾍ 過去勤務債務の額の処理年数            10 年 
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（損益計算書関係） 

平成 17 年度（平成 17 年 4 月 1 日から 

平成 18 年 3 月 31 日まで） 

平成 18 年度（平成 18 年 4 月 1 日から 

平成 19 年 3 月 31 日まで） 

 １．会計方針の変更 

保険業法施行規則別紙様式が改正されたことにより、以下のとお

り表示方法を変更しております。 

(1)前年度において区分掲記していた「不動産動産等処分益（損）」は、

当年度から「固定資産等処分益（損）」として表示しております。 

(2)当年度から損益計算書の末尾を当期純利益としております。 

 

 ２．関係会社との取引による費用の総額は 970 百万円であります。 

 

１．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 129 百万円、株式等 

5 百万円、外国証券 488 百万円であります。 

 

３．有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券 198 百万円、外国証

券 106 百万円、その他の証券 1,506 百万円であります。 

２．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券3,972百万円、外国証

券 3,778 百万円であります。 

 

４．有価証券売却損の主な内訳は、国債等債券 223 百万円、外国証

券 678 百万円、その他の証券１百万円であります。 

３. 有価証券評価損の主な内訳は、株式等 8百万円、外国証券 29 百

万円、その他証券 6百万円であります。 

 

５．有価証券評価損の主な内訳は、株式等 716 百万円、その他の証

券 48 百万円であります。 

４. 支払備金繰入額の計算上、足し上げられた出再支払備金戻入額

の金額は178百万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた

出再責任準備金繰入額の金額は 27,632 百万円であります。 

 

６．支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額

の金額は865百万円、責任準備金繰入額の計算上、差し引かれた

出再責任準備金繰入額の金額は 88,401 百万円であります。 

５. 金融派生商品費用には、評価損が 16,759 百万円含まれておりま

す。 

 

７．金融派生商品費用には、評価損が 19,583 百万円含まれておりま

す。 

６.1 株あたりの当期純利益は 29,059 円 82 銭であります。 ８．1 株あたりの当期純利益は 49,473 円 92 銭であります。 

  

７.不動産動産等処分益は 188 百万円です。主な内訳は、不動産売却

益 154 百万円です。 

 

９．固定資産等処分益は 112 百万円です。主な内訳は、不動産売却

益 112 百万円です。 

８.不動産動産等処分損は 79 百万円です。主な内訳は、不動産填補

損 58 百万円です。 

10.固定資産等処分損は 62 百万円です。主な内訳は、不動産填補損 

54 百万円です。 

  

９. 退職給付費用の総額は、1,374 百万円であります。なお、その内訳

は以下の通りです。 

ｲ 勤務費用                875 百万円 

ﾛ 利息費用                        192 百万円 

ﾊ 期待運用収益                     - 百万円 

ﾆ 会計基準変更時差異の費用処理額  178 百万円 

ﾎ 数理計算上の差異の費用処理額    119 百万円 

ﾍ 過去勤務債務の費用処理額          8 百万円 

 

11. 退職給付費用の総額は、2,013 百万円であります。なお、その内訳

は以下の通りです。 

ｲ 勤務費用                1,236 百万円 

ﾛ 利息費用                         219 百万円  

ﾊ 期待運用収益                      - 百万円 

ﾆ 会計基準変更時差異の費用処理額   178 百万円 

ﾎ 数理計算上の差異の費用処理額     370 百万円 

ﾍ 過去勤務債務の費用処理額           8 百万円 

10.固定資産について認識した減損損失は、以下の通りです。 

①減損損失を認識した資産の概要： 

  用途：投資用不動産   

種類：売却予定不動産 借地権 

場所：東京都渋谷区 

②減損損失の認識に至った経緯：当初、投資目的で継続保有の予定

でしたが、売却することに変更したところ、売却見込価格が著しく帳

簿価格より下落していたため、減損損失を認識することとなりました。

③特別損失に計上した減損損失の額：246 百万円 

種類毎の減損損失の内訳：   

 投資用不動産 借地権 246 百万円 

④回収可能額は、正味売却価格としており、時価の算定は購入申込

書に基づいています。 

⑤資産をグルーピングした方法：保険営業の用に供している不動産等
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平成 17 年度（平成 17 年 4 月 1 日から 

平成 18 年 3 月 31 日まで） 

平成 18 年度（平成 18 年 4 月 1 日から 

平成 19 年 3 月 31 日まで） 

について、保険営業全体で 1 つの資産グループとし、また、その他

の投資用不動産について、それぞれの物件ごとに 1 つの資産グル

ープとしております。 

 

 12. 関連当事者との取引に関する事項は次のとおりであります。 

（1）会社等の名称 プルデンシャル・ファイナンシャル・インク 

当社の関連当事者に対する議決権等の所有割合   0％ 

関連当事者の当社に対する議決権等の所有割合 100％ 

当社との関係 親会社 

取引の内容  資産運用取引及び親会社株式によるストックオプシ

ョン等、その他 

取引の種類別の取引金額 

① プルデンシャル・ファイナンシャル・インクの社債の購入 

                       40,500 百万円 

② 利息及び配当金等収入    406 百万円 

③ ストックオプション・PSPP 関連   1,518 百万円 

④ オフィス賃料       86 百万円 

 取引条件及び取引条件の決定方針 

①及び② 一般の市場価格による取引 

③ 当社と親会社との間の規定による取引 

④ 一般の条件による賃貸取引 

 取引により発生した債権または債務にかかる 

主な項目別の年度末残高 

  有価証券  40,500 百万円 

  未払費用   1,029 百万円 

（2）会社等の名称 プルデンシャル・グローバル・ファンディング

当社の関連当事者に対する議決権等の所有割合   0％ 

関連当事者の当社に対する議決権等の所有割合   0％ 

当社との関係 兄弟会社等 親会社の子会社 

取引の内容 デリバティブ取引 

取引の種類別の取引金額 

デリバティブ取引（金融派生商品費用） 11,957 百万円 

取引条件及び取引条件の決定方針 

一般の市場価格による取引 

取引により発生した債権または債務にかかる 

主な項目別の年度末残高 

 金融派生商品（資産）      79 百万円 

 金融派生商品（負債）   21,372 百万円 

（3）会社等の名称 ザ・プルデンシャル・インシュアランス・ 

カンパニー・オブ・アメリカ 

当社の関連当事者に対する議決権等の所有割合   0％ 

関連当事者の当社に対する議決権等の所有割合   0％ 

当社との関係 兄弟会社等 親会社の子会社 

取引の内容 

取引の種類別の取引金額 

① 再保険収入  36,327 百万円 

② 再保険料  89,484 百万円 

③ ロイヤリティ   7,464 百万円 

取引条件及び取引条件の決定方針 

①及び② 一般の条件による再保険取引 

③ 当社設立時に締結されたロイヤリティ契約に基づく取引 

取引により発生した債権または債務にかかる 

主な項目別の年度末残高 

  再保険貸   6,217 百万円 

  再保険借  14,311 百万円 

  未払費用   7,464 百万円 
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（株主資本等変動計算書関係） 

平成 17 年度 

 

平成 18 年度 

  

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関

する事項 

                                               （単位：千株）

 前年度期末

株式数 

当年度増

加株式数 

当年度減

少株式数

当年度末

株式数

発行済株式     

普通株式 300 － － 300

合計 300 － － 300

 

 

 

配当金支払額 

①当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

平成 18 年 7 月 12 日の定時株主総会において、次のとおり決議し

ております。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ） 配当金の総額 ・・・・・・・・・・・・・・・ 1,500 百万円 

（ロ） 1 株当たり配当額・・・・・・・・・・・・・・・・・ 5,000 円 

（ハ） 基準日・・・・・・・・・・・・・・  平成 18 年 3 月 31 日 

（ニ） 効力発生日 ・・・・・・・・・  平成 18 年 7 月 31 日 

 

②当該事業年度終了後に行う剰余金の配当に関する事項 

平成 19年 7月 11日の定時株主総会において、次の議案を付議し

ます。 

・普通株式の配当に関する事項 

（イ） 配当金の総額 ・・・・・・・・・・・・・・ 12,000 百万円 

（ロ） 1 株当たり配当額・・・・・・・・・・・・・・・・ 40,000 円 

（ハ） 基準日・・・・・・・・・・・・・・  平成 19 年 3 月 31 日 

（ニ） 効力発生日 ・・・・・・・・・  平成 19 年 7 月 31 日 

 

※P26 の「8．株主資本等変動計算書」をご覧下さい。 



７．経常利益等の明細（基礎利益）

（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

基礎利益 Ａ  36,114 36,997 

キャピタル収益 1,084 1,811 

金銭の信託運用益 - - 

売買目的有価証券運用益 - - 

有価証券売却益 624 1,811 

金融派生商品収益 - - 

為替差益 459 - 

その他キャピタル収益 - - 

キャピタル費用 20,573 13,679 

金銭の信託運用損 - - 

売買目的有価証券運用損 - - 

有価証券売却損 7,751 903 

有価証券評価損 43 765 

金融派生商品費用 12,778 11,957 

為替差損 - 53 

その他キャピタル費用 - - 

キャピタル損益 Ｂ  △19,489 △11,867 

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ  16,625 25,130 

臨時収益 - - 

再保険収入 - - 

危険準備金戻入額 - - 

その他臨時収益 - - 

臨時費用 1,097 1,482 

再保険料 - - 

危険準備金繰入額 1,097 1,471 

個別貸倒引当金繰入額 - 10 

特定海外債権引当勘定繰入額 - - 

貸付金償却 - - 

その他臨時費用 - - 

臨時損益 Ｃ  △1,097 △1,482 

経常利益 Ａ＋Ｂ＋Ｃ  15,527 23,648 
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８．株主資本等変動計算書

(単位：百万円）

その他利益
剰余金
繰越利益
剰余金

前事業年度末残高 20,000 11,439 11,439 - 6,327 6,327 37,766

当事業年度変動額

　　剰余金の配当 - - - 300 △ 1,800 △ 1,500 △ 1,500

　　当期純利益 - - - - 14,842 14,842 14,842

　　土地再評価差額金
　　の取崩

- - - - △ 361 △ 361 △ 361

株主資本以外の項目の
当事業年度変動額（純
額）

- - - - - - -

当事業年度変動額合計 - - - 300 12,681 12,981 12,981

当事業年度末残高 20,000 11,439 11,439 300 19,008 19,308 50,747

(単位：百万円）

その他有価
証券評価差
額金

繰延ヘッジ
損益

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

前事業年度末残高 70 - △ 4,578 △ 4,508 33,258

当事業年度変動額

　　剰余金の配当 - - - - △ 1,500

　　当期純利益 - - - - 14,842

　　土地再評価差額金
　　の取崩

- - - - △ 361

株主資本以外の項目の
当事業年度変動額（純
額）

1,934 △ 4 598 2,528 2,528

当事業年度変動額合計 1,934 △ 4 598 2,528 15,509

当事業年度末残高 2,004 △ 4 △ 3,980 △ 1,980 48,767

※P24の注記事項「（株主資本等変動計算書関係）」をご覧下さい。

株主資本

資本金
株主資本
合計

資本
準備金

資本剰余金
合計

利益
準備金

利益剰余金
合計

純資産
合計

資本剰余金 利益剰余金

評価・換算差額等
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９．債務者区分による債権の状況

（単位：百万円，％）

平成17年度末 平成18年度末

2 2 

- - 

- - 

小　　　計 2 2 

（対合計比） (  0.0) (  0.0)

正常債権 97,117 105,317 

合　　　計 97,119 105,319 
(注) 1.

2.

3.

4.

１０．リスク管理債権の状況

（単位：百万円，％）

平成17年度末 平成18年度末

破綻先債権額　① - - 

延滞債権額　② 2 2 

３ヵ月以上延滞債権額 ③ - - 

貸付条件緩和債権額　④ - - 

合計　①＋②＋③＋④ 2 2 

（貸付残高に対する比率） (  0.0) (  0.0)

（注） 1.

2.

3.

4.

区　　分

破綻先債権は、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとして未収利息を計上しなかっ
た貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、会社法等
による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、又は手形交換所の取引停止処分を
受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立てがあっ
た債務者に対する貸付金です。

区　　分

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手
続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに
準ずる債権です。

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績
が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債
権です。
要管理債権とは、3カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、3カ月以上延滞
貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から3カ月以上遅延している貸
付金（注1及び2に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支
援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄そ
の他の債務者に有利となる取決めを行った貸付金（注1及び2に掲げる債権並びに3カ月
以上延滞貸付金を除く。）です。

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注1から3
までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。

延滞債権は、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建
又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。

3カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から3カ月以上遅延
しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。

貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを
行ったもので、破綻先債権、延滞債権及び3カ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。
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１１．ソルベンシー・マージン比率

(単位：百万円)

平成17年度末 平成18年度末

ソルベンシー・マージン総額  　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ａ）
159,862 178,165 

純資産の部合計 31,688 38,747 

価格変動準備金 1,341 1,762 

危険準備金 8,328 9,800 

一般貸倒引当金 5 3 

その他有価証券の評価差額×90％（マイナスの場合100％） 98 2,823 

土地の含み損益×85％（マイナスの場合100％） △349 △3,534 

負債性資本調達手段等 - - 

控除項目 - - 

その他 118,748 128,562 

リスクの合計額              　　　　  　　　                          （Ｂ）
31,773 35,519 

保険リスク相当額     　       R1 11,059 11,748 

予定利率リスク相当額        R2 6,540 6,935 

資産運用リスク相当額        R3 21,649 23,912 

経営管理リスク相当額        R4 799 886 

最低保証リスク相当額        R7 742 1,730 

ソルベンシー・マージン比率
1,006.2% 1,003.1%

（注） 1.

2.

(最低保証リスク相当額の算出に際して、平成8年大蔵省告示第48号に基づく、標準的方式により算出しております。)

項　　目

上記は、保険業法施行規則第86条、第87条、第161条、第162条及び第190条、平成8年大蔵省告示第50号の規定に基
づいて算出しています。（「純資産の部合計」は、貸借対照表の「純資産の部合計」から、社外流出予定額、評価・換算
差額等合計額を控除した額を記載しています。）

保険業法施行規則の改正により、平成18年度末からソルベンシー・マージン総額の算出基準が一部変更されておりま
す（平成17年度末については、従来の基準による数値を記載しております）。
また、平成17年度末の「純資産の部合計」には、「資本の部合計」の金額を表示しております。

100  ×  
) B (  ×  )  2 /  1 (

) A (

4
2

732
2
1 R)R+R+(R+R +
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１２．平成18年度特別勘定の状況

（１）特別勘定資産残高の状況

（単位：百万円）

平成17年度末 平成18年度末

金　額 金　額

個人変額保険 117,934 128,086 

個人変額年金保険 - 2,475 

団体年金保険 - - 

特別勘定計 117,934 130,561 

（２）個人変額保険（特別勘定）の状況

①保有契約高

（単位：件、百万円）

平成17年度末 平成18年度末

件　数 金　額 件　数 金　額

変額保険（有期型） 7,264 14,830 6,640 13,775 

変額保険（終身型） 194,656 1,197,250 191,636 1,179,089 

201,920 1,212,081 198,276 1,192,865 

区　　分

区　　分

合　　計
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②年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳

（単位：百万円、％）

平成17年度末 平成18年度末

金　額 構成比 金　額 構成比

2 0.0 20 0.0 

114,355 97.0 122,328 95.5 

27,975 23.7 28,111 21.9 

- - 62,228 48.6 

14,432 12.2 18,404 14.4 

公 社 債 12,995 11.0 16,608 13.0 

株 式 等 1,436 1.2 1,795 1.4 

71,946 61.0 13,584 10.6 

- - - - 

3,576 3.0 5,737 4.5 

- - - - 

117,934 100.0 128,086 100.0 

③個人変額保険特別勘定の運用収支状況

（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

金　額 金　額

1,308 26,639 

130 761 

0 8 

20,622 - 

80 181 

- 837 

0 0 

64 204 

128 151 

- 23,743 

72 37 

- 1,374 

0 0 

21,877 2,916 

そ の 他 の 収 益

貸 倒 引 当 金

有 価 証 券 評 価 益

為 替 差 益

金融派生商品収益

合 計

有 価 証 券 償 還 益

区　　分

現預金・コールローン

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

そ の 他

区　　分

利息配当金等収入

有 価 証 券 売 却 益

金融派生商品費用

そ の 他 の 費 用

収 支 差 額

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 償 還 損

有 価 証 券 評 価 損

為 替 差 損
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（３）個人変額年金保険（特別勘定）の状況

①保有契約高
（単位：件、百万円）

区　　分 平成17年度末 平成18年度末
件数 金額 件数 金額

個人変額年金保険 - - 255 2,518

②年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳
（単位：百万円、％）

区　　分 平成17年度末 平成18年度末

金額 構成比 金額 構成比

現預金・コールローン - - - -

　 有　価　証　券 - - 2,353 95.1                

公　社　債 - - 1,299 52.5                

株　　　式 - - - -

外 国 証 券 - - - -

公　社　債 - - - -

株　式  等 - - - -

その他の証券 - - 1,053 42.6                

貸　付　金 - - - -

そ　の　他 - - 122 4.9                  

貸　倒　引　当　金 - - - -

- - 2,475 100.0               

③個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

金額 金額

- 16

- -

- -

- 110

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- 127

合 計

区　分

利 息 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

有 価 証 券 評 価 益

為 替 差 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 の 収 益

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 償 還 損

有 価 証 券 評 価 損

為 替 差 損

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 の 費 用

収 支 差 額
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１３． 当社及びその子会社等の状況

該当ございません。
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